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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期
第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自  2011年４月１日
至  2011年６月30日

自  2012年４月１日
至  2012年６月30日

自  2011年４月１日
至  2012年３月31日

売上高 (百万円) 21,919 23,796 105,061

経常利益 (百万円) 396 1,254 5,799

四半期(当期)純利益 (百万円) 17 631 2,607

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,197 2,930 2,206

純資産額 (百万円) 67,492 70,190 67,915

総資産額 (百万円) 105,827 109,952 107,213

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 0.19 6.75 27.86

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.6 59.0 58.9

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２　売上高には、消費税等は含めていません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載していません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結

子会社）が判断したものであります。

　
（１）業績の状況

経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間の世界経済は、欧州政府債務問題に対する根強い不安を背景として、減速感

が広がりました。中国では景気の拡大スピードが鈍化し、他のアジア地域は停滞感が強まりました。北米

での景気は緩やかに回復している一方、欧州では、引き続き緩慢な動きとなりました。日本では、円高の

影響などで、依然として厳しい状況にありますが、復興需要等を背景に、緩やかな回復基調となりまし

た。

　昇降機業界におきまして、中国市場では、住宅関連を中心に堅調な需要が持続しましたが、他のアジア

地域や欧米では足踏み状態が続きました。日本では、マンション建設や商業施設が持ち直すなど、需要の

回復が見られました。

　このような情勢のもと、当第１四半期連結累計期間における国内市場では、既設のエレベータ・エスカ

レータを最新の制御システムに更新するモダニゼーション事業で、「エレベータ制御盤交換パッケー

ジ」の販売が、引き続き拡大しました。また、新設事業では、標準型エレベータ「エクシオール」に、エレ

ベータの通過と行き先方向を電子音で知らせる「走行お知らせ音」を業界で初めて標準装備し、天井照

明を全面LED化するなど、さらに機能を充実させました。この新しい「エクシオール」を中心に、新設工

事受注も伸長した結果、国内受注高は131億94百万円（前年同四半期比12.7％増）となりました。

　海外市場においては、中国での大規模住宅開発向けエレベータの新設工事が大幅に増加するとともに、

北米でも新設工事が増加し、海外受注高は158億27百万円（同37.2％増）となりました。

　以上の結果、受注高合計は、290億22百万円（同24.9％増）となりました。なお、海外受注高は為替変動

による影響を除くと、実質40.6％増となっています。

　売上高は、国内売上高103億２百万円（前年同四半期比2.1％減）、海外売上高134億94百万円（同

18.4％増）となり、計237億96百万円（同8.6％増）となりました。海外売上高は為替変動による影響を

除くと、実質21.2％増となりました。

　受注残高は、国内では、モダニゼーション工事やエレベータ新設工事の増加により、373億６百万円（前

連結会計年度末比8.5％増）となり、海外では、北米、南アジアおよび東アジアでの増加により、653億50

百万円（同2.7％増）となりました。この結果、受注残高合計は、1,026億56百万円（同4.8％増）となり

ました。

　損益面では、日本や北米での損益改善により、営業利益は12億20百万円（前年同四半期比257.8％増）、

経常利益は12億54百万円（同216.6％増）となりました。特別損益の純額は、投資有価証券評価損など

で、58百万円の損失となり、税金等調整前四半期純利益は11億95百万円（同289.4％増）となりました。

税金費用が前年同四半期比２億94百万円増加し、四半期純利益は前年同四半期の17百万円から、６億31

百万円となりました。
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セグメントの業績は、次のとおりです。

　

（日　　本）

　売上高は、モダニゼーション工事が前年同四半期に比べて伸長したものの、新設工事の減少により、

111億19百万円 (前年同四半期比0.8％減）となりました。営業利益は、新設工事のコスト低減およびモ

ダニゼーション工事の利益増により、３億68百万円（前年同四半期　営業損失１億99百万円）となりま

した。

（北　　米）

　売上高は、保守・サービス事業の増加により、28億79百万円（前年同四半期比22.6％増）となりまし

た。営業損益は、新設工事、保守・サービス事業ともに、採算が改善し、ほぼ収支均衡（前年同四半期　営

業損失２億58百万円）となりました。

（欧　　州）

　売上高は、エスカレータ販売の減少により、87百万円（前年同四半期比13.1％減）、営業損益は、５百

万円の営業損失（前年同四半期　営業損失８百万円）となりました。

（南アジア）

　売上高は、為替の円高の影響により、前年同四半期に比べて0.7％減の23億45百万円となり、営業利益

は、新設工事の原価増などで、３億73百万円（前年同四半期比45百万円減）となりました。なお、為替変

動による影響を除いた売上高は、実質2.4％増となりました。

（東アジア）

　売上高は、中国での集合住宅を中心とするエレベータ新設工事が堅調に推移し、89億38百万円（前年

同四半期比26.1％増）となり、営業利益は、韓国の新設工事の採算性が改善するなど、４億84百万円

（同94百万円増）となりました。

　

財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における総資産額は、1,099億52百万円となり、前連結会計年度末に比べ

27億38百万円増加しました。これは主に、現金及び預金が増加したことによります。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ４億64百万円増加し、397億62百万円となりました。これは主に、

短期借入金が減少した一方、前受金が増加したことによります。

　純資産額は、701億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ22億74百万円増加しました。これは主に、

為替換算調整勘定が20億24百万円増加したことによります。また、当第１四半期連結会計期間末の自己

資本比率は59.0％（前連結会計年度末比0.1ポイント増）となりました。

　
（２）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更ならびに

新たに発生した課題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。
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会社の支配に関する基本方針

　１．基本方針の内容の概要

当社は昭和23年（1948年）に創業以来、エレベータ、エスカレータ、動く歩道の専業メーカーとして、

生産、販売、保守の一貫した事業をグローバルに展開しています。

当社グループは世界23の国と地域に12の生産拠点と多数の販売拠点を有し、連結経営時代に即応し

た全体最適を追求する業務執行体制によって、グローバルな相互連携を図りながら、地域に根ざした経

営を展開しています。また、グループ全体として、世界市場の多様なニーズに対応した商品の開発を進

める一方、各拠点でコスト、品質面で有利な部品等を相互に供給しあうグローバル生産・調達体制を推

進して、商品力の強化に努めています。

「人と技術と商品を大切にして、新しい時代にふさわしい美しい都市機能を、世界の国々で世界の

人々と共に創ります」という経営理念の下、持続的な成長と収益によって株主、顧客、ユーザー、取引

先、地域住民ならびに社員等当社グループすべてのステークホルダーの満足を追求し、高度な研究開発

力、生産技術、フィールド技術力を養成し、信頼される高品質な商品を納入するとともに、トータルライ

フを通じて商品を維持し、グローバルな事業活動によって、世界の国々の産業振興と経済発展に貢献

し、世界の人々と文明、文化を相互理解し、共存共栄を図っていくことを目指しています。この理念を、

当社グループ一丸となって実現することこそが当社の企業価値の源泉であり、当社の企業価値および

株主共同の利益を確保・向上させることにつながると考えています。

　したがいまして、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に反する当社株式の大規模買付行為

を行おうとする特定の者、あるいはグループは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者とし

て不適切であると考えています。

　
　２．基本方針実現に資する特別な取り組みの概要

　　(1)財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する取り組みの概要

当社グループは、会社の支配に関する基本方針の実現を目指し、平成22年４月から中期経営計画

（One Goal, One Fujitec）をスタートさせました。

中期経営計画では

＊グローバル、特にアジアを今後最も成長するエリアと位置付け、ポジションを高める。

＊国内事業を構造改革し、新設事業の収益改善とアフターマーケットのポジションを高め　　　　

　　る。

＊安全と品質を最優先に、顧客の信頼と期待に応えるために、人材の育成を強化する。

という３つの経営ビジョンを掲げ、グローバル市場でのプレゼンスをより一層高め、企業価値の更

なる増大に努め、世界のステークホルダーから高い信頼を得る企業組織体へと進化することを経営

の方針の中核としています。
　

(2)会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定

　　　が支配されることを防止するための取り組みの概要

当社は、平成22年６月25日開催の当社第63期定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただ

き、「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」（大規模買付ルール）を定めています。

この大規模買付ルールの概要は以下のとおりです。
　

ア.大規模買付者に対する情報提供の要求と待機期間の設定

大規模買付ルールは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、

当社の株券等の大規模買付行為が行われる場合に、当社取締役会が大規模買付行為を行おうとす

る者に対し、（ⅰ）事前に当該大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、

（ⅱ）当該大規模買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確保したうえで、（ⅲ）当

社取締役会が株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉等

を行っていくための手続きを定めるとともに、かかる手続きの趣旨・目的を達成するために、特

定の株主グループに対し、大規模買付ルールに定める手続きが完了するまで大規模買付行為に着

手することをお待ちいただくことを要請します。
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イ.独立委員会の設置と独立委員会への諮問

大規模買付ルールを適正に運用し、当社取締役会の恣意的判断を排するため、社外取締役、社外監

査役または、社外の有識者（会社経営者、弁護士、公認会計士および学識経験者等）で、当社経営

陣から独立した者のみから構成される独立委員会を設置しています。

大規模買付ルールにおいては、事前に定めた客観的発動要件が充足されなければ対抗措置が発動

されないように設定しています。

また、大規模買付者に対して追加の情報開示を要求する場合、取締役会検討期間の延長を決議する場

合、新株引受権の無償割当による対抗措置を採る場合など、大規模買付ルールにかかる重大な判断に際

しては、独立委員会に諮問することとし、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重しなければな

らないこととされており、当社の企業価値・株主共同の利益に資する範囲で大規模買付ルールの透明

な運営が行われる仕組みが確保されています。
　

　３．具体的な取り組みに対する取締役会の判断およびその判断に係る理由

当社では、以下の理由から、大規模買付ルールが会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主

共同の利益を損なうものではなく、会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えています。
　

(1)買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

大規模買付ルールは、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主

共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共

同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足していま

す。

　また、平成20年６月30日付の企業価値研究会「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り

方」を勘案しています。
　

(2)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

大規模買付ルールは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを

株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し

たり、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

大規模買付ルールによって、当社株主および投資家の皆様は、適切な投資判断を行うことができま

すので、株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するものであると考えます。
　

(3)株主意思を重視するものであること

大規模買付ルールは、平成19年６月27日開催の当社第60期定時株主総会ならびに平成22年６月25

日開催の当社第63期定時株主総会において、株主の皆様のご賛同を得て、導入、更新しているもので

す。また、当社取締役会は、一定の場合に、大規模買付ルールの発動について株主意思確認総会におい

て株主の皆様の意思を確認することとされています。

さらに、大規模買付ルールには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されてお

り、且つ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において上記の委任決議を撤回する旨の

決議が行われた場合には、大規模買付ルールはその時点で廃止されることになります。その意味で、

大規模買付ルールの消長およびその内容には、株主の皆様のご意思が反映されることとなっていま

す。
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(4)独立委員会の設置による当社取締役会判断の客観性および合理性の担保

当社は、大規模買付ルールの導入にあたり、発動等の運用に際して当社取締役会の恣意的判断を排

除するために、独立委員会を設置しました。

　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外の有識者委員３名により構成さ

れます。

取締役会は独立委員会の判断を最大限尊重しなければならないこととされており、当社の企業価

値・株主共同の利益に資する範囲で大規模買付ルールの透明な運営が行われる仕組みが確保されて

います。
　

(5)合理的な客観的発動要件の設定

大規模買付ルールは、あらかじめ定められた合理的な客観的発動要件が充足されなければ発動さ

れないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保し

ているものといえます。

　
（３）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、４億６百万円であります。このうち、日本

において４億２百万円、北米を中心とした海外において４百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。

　
（４）資本の財源および資金の流動性についての分析

当社グループは、運転資金および設備投資資金については、内部資金または借入により調達していま

す。このうち、運転資金の借入による調達は、期限が一年以内の短期借入金で、各々の連結会社が運転資

金として使用する現地通貨で調達することが一般的であります。2012年６月30日現在、短期借入金残高

は５億19百万円であります。これに対して、生産設備などの長期資金の借入による調達は、原則として、

長期借入金で行っています。2012年６月30日現在、長期借入金残高（１年内返済予定の長期借入金を含

む）は15億５百万円であり、円および米ドルによる借入であります。

　当社グループは、営業活動から得られるキャッシュ・フローおよび借入、必要に応じて資本市場等よ

りの調達により、当社グループの成長を維持するために将来必要な運転資金および生産設備などの長

期資金を調達することが可能と考えています。

　なお、当社は現在、社債発行枠が100億円の発行登録を継続しています。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2012年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2012年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 93,767,31793,767,317
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株

計 93,767,31793,767,317― ―

(注)　大阪証券取引所については、2012年５月14日に上場廃止の申請を行い、同年７月１日に上場廃止となっており　　

　　　ます。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2012年４月１日
～2012年６月30日

― 93,767 ― 12,533 ― 14,565

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である2012年３月31日の株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

2012年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

198,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

93,286,000
93,286 ―

単元未満株式
普通株式

283,317
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 93,767,317― ―

総株主の議決権 ― 93,286 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれています。ま

た、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株および当社所有の自己株式39株が

含まれています。

　

② 【自己株式等】

2012年６月30日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

フジテック株式会社
滋賀県彦根市宮田町591番
地１

198,000― 198,000 0.21

計 ― 198,000― 198,000 0.21

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2012年４月１日か

ら2012年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2012年４月１日から2012年６月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(2012年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2012年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,150 27,654

受取手形及び売掛金 25,457 24,755

商品及び製品 2,704 3,227

仕掛品 2,640 2,694

原材料及び貯蔵品 5,844 6,312

その他 4,191 4,675

貸倒引当金 △557 △675

流動資産合計 65,431 68,643

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 17,774 17,790

機械装置及び運搬具（純額） 2,164 2,162

工具、器具及び備品（純額） 1,375 1,430

土地 6,807 6,820

リース資産（純額） 8 7

建設仮勘定 465 489

有形固定資産合計 28,594 28,700

無形固定資産

のれん 694 717

その他 1,811 1,925

無形固定資産合計 2,506 2,643

投資その他の資産

投資有価証券 4,281 3,907

長期貸付金 1,916 1,915

その他 4,628 4,289

貸倒引当金 △145 △146

投資その他の資産合計 10,681 9,965

固定資産合計 41,782 41,309

資産合計 107,213 109,952
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2012年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2012年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,567 10,954

短期借入金 1,832 519

1年内返済予定の長期借入金 11 12

未払法人税等 669 713

賞与引当金 1,710 2,407

工事損失引当金 2,900 2,905

その他の引当金 473 430

前受金 9,607 11,312

その他 4,629 4,420

流動負債合計 33,401 33,677

固定負債

長期借入金 1,500 1,493

退職給付引当金 4,122 4,316

その他 273 274

固定負債合計 5,896 6,084

負債合計 39,298 39,762

純資産の部

株主資本

資本金 12,533 12,533

資本剰余金 14,565 14,565

利益剰余金 57,228 57,205

自己株式 △130 △130

株主資本合計 84,197 84,173

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 455 239

為替換算調整勘定 △21,514 △19,490

その他の包括利益累計額合計 △21,058 △19,250

少数株主持分 4,777 5,267

純資産合計 67,915 70,190

負債純資産合計 107,213 109,952
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2011年４月１日
　至 2011年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
　至 2012年６月30日)

売上高 21,919 23,796

売上原価 17,854 18,472

売上総利益 4,064 5,324

販売費及び一般管理費 3,723 4,103

営業利益 340 1,220

営業外収益

受取利息 56 86

受取配当金 69 62

その他 40 36

営業外収益合計 167 185

営業外費用

支払利息 33 18

為替差損 63 124

その他 15 9

営業外費用合計 112 151

経常利益 396 1,254

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 － 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産除売却損 3 20

投資有価証券評価損 85 38

特別損失合計 89 58

税金等調整前四半期純利益 307 1,195

法人税、住民税及び事業税 236 390

法人税等調整額 △123 17

法人税等合計 113 408

少数株主損益調整前四半期純利益 193 787

少数株主利益 176 156

四半期純利益 17 631
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 2011年４月１日
　至 2011年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2012年４月１日
　至 2012年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 193 787

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4 △215

為替換算調整勘定 999 2,358

その他の包括利益合計 1,003 2,142

四半期包括利益 1,197 2,930

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 870 2,439

少数株主に係る四半期包括利益 327 490
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【会計方針の変更等】

当第１四半期連結累計期間
(自  2012年４月１日  至  2012年６月30日)

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　 当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、2012年４月１日以後に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。

この変更による当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に及ぼす影

響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

受取手形割引高

                                  前連結会計年度
                              　 (2012年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2012年６月30日)

　　　受取手形割引高　　　　　　　　　　163百万円 　　　　　　　　　　　　　　　―百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第

１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりです。
                        前第１四半期連結累計期間 
                           (自　2011年４月１日 
                            至　2011年６月30日)

              当第１四半期連結累計期間 
                 (自　2012年４月１日 
                  至　2012年６月30日)

　　　減価償却費　　　　　　　　　　 　572百万円

　　　のれんの償却額　　　　　　　　　　21百万円

　　　　　　　　　　　　　　 495百万円

　　　　　　　　　　　　　　　20百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  2011年４月１日  至  2011年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2011年６月23日
定時株主総会

普通株式 655 7.002011年３月31日 2011年６月24日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  2012年４月１日  至  2012年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2012年６月27日
定時株主総会

普通株式 654 7.002012年３月31日 2012年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  2011年４月１日  至  2011年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注２)

日本 北米 欧州 南アジア 東アジア 計

売　上　高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 10,5402,343 98 2,3606,57621,919 ― 21,919

セグメント間の内部
売上高又は振替高

670 4 1 0 513 1,191△1,191 ―

計 11,2102,348 100 2,3617,09023,110△1,19121,919

セグメント利益又は
損失（△）

△199 △258 △8 418 389 341 △0 340

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△0百万円には、セグメント間取引消去10百万円およびたな卸資産

の調整額△10百万円が含まれています。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  2012年４月１日  至  2012年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　

報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連
結損益計
算書計上
額
(注２)

日本 北米 欧州 南アジア 東アジア 計

売　上　高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 10,3182,873 85 2,3448,17323,796 ― 23,796

セグメント間の内部
売上高又は振替高

800 6 1 0 764 1,573△1,573 ―

計 11,1192,879 87 2,3458,93825,370△1,57323,796

セグメント利益又は
損失（△）

368 △0 △5 373 484 1,220 △0 1,220

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△0百万円には、セグメント間取引消去８百万円およびたな卸資産

の調整額△８百万円が含まれています。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

項目 　
前第１四半期連結累計期間
(自　2011年４月１日
至　2011年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2012年４月１日
至　2012年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 　 0円19銭 6円75銭

（算定上の基礎） 　 　 　

四半期純利益金額 (百万円) 17 631

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円) 17 631

普通株式の期中平均株式数 (千株) 93,572 93,569

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。
　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　

２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
2012年８月６日

フジテック株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　　田　　茂　　善    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    高　　木　　　　　勇    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    岡　　本　　伸　　吾    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ
テック株式会社の2012年４月１日から2013年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2012
年４月１日から2012年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2012年４月１日から2012年６月30日ま
で)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利
益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジテック株式会社及び連結子会社の2012年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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